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第８０回理事会の概要（平成22年12月21日）
（報告事項）
　１１月開催の全調協理事会において関調協が提案した教育研修会の関係三団体共同開催の件は了承され、開催日は平成23年3月24日となった。同時に開催幹事は愛調協が担当することも了承された。

第１号議案　会報について

　会長は、関調協会報の新年号発行にあたって、出席理事に原稿執筆を依頼した。

第２号議案　業界情勢と協会運営について

会長は12月の協同組合理事会及び忘年会にも出席した事を報告。その中で得た情報として「現政権下では業法の改正はなさそう」との感触を報告。
関連して、日調協の活動及び運営について得た情報に基づいての話しがあり、今後の取り組みについて議論がなされた。
新　春　放　談　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
　新年明けましておめでとう御座います。毎年の事ながら年が改まると、「今年こそは・・」と思いを新たにし、神仏に願いをします。特に、今年は干支に因んで「飛躍の年に」などと、僅かな賽銭で大きな願いをかけた方が会員の中にも多くいらっしゃると思いますが、私も元旦に菩提寺にお参りし、「今年こそは・・」と願って参りました。ところが５日の初出で得意先廻りをしながら感じた事は、「願って叶う様の甘い環境ではない。相当に気合を入れて掛からないと・・」と云う事でした。ここは一番、神などに頼らず、自らの強い意志で、思い（理想）を具体化し、信念を持って遣り貫くしかないように思います。そう、昼寝などしておられません、亀さんに負ける訳にはまいりません。会員皆さん、力を合わせてこの不況を闘い抜きましょう。

　新年早々に大阪府人権室と警察の生活安全総務課に挨拶に行って参りました。お聞きしますと、業者の届出は依然増え続けている様で、大阪府公安委員会への届出は５００を少し超えるまでになっている様です。しかし、実際に探偵業を専業として営んでいる者は１００社に満たないのでは、との感触を持っておられるようでした。私の感触も大体似たもので、府下では１０数年前のピーク時で２００社余、今は１００社を切るのではないかと推測しています。
所謂半減です。原因は何なのか？、私なりに分析してみますに、第一は、失われた２０年と云われる経済不況でしょう。第二は、人権やプライバシー意識の高まりと、それに伴う行政指導及び団体運動による影響。第３は、業者自らの姿勢によるものではないでしょうか。

　第一の経済環境は、私たちの力ではいた仕方ありません。しかし、第２第３の問題は、業界団体として対処して行かなければならないものと思っています。

２１世紀は「人権の世紀」などと云われ、人権に対する意識が非常に高まりつつあります。しかし、人権に対する考え方は、国、地域、人により様々で、必ずしも一定したものではありません。ただ、人権の名宛人は、国などの公権力である場合が大半で、私人間では、可なり違って来ます。ところが、最近、人権意識の高まりにつれ、この事を履き違え、国、社会、団体、企業、個人、夫々の立場で人権の保障範囲は違うにも関わらず、名宛人なしで人権を主張する、首を傾けたくなるような現象が多く見受けられるように成ってきました。日本国憲法では、人権に関し、「濫用してはならず、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負う」と規定されています。ところが、最近「人権のインフレ化」などと云う言葉が囁かれるように、人権を錦の御旗に、権利だけを拡大解釈して主張し、義務を蔑ろにする傾向が非常に強くなって来ている様に思います。個人情報保護法の解釈などにもその傾向が強く見られます。この法律は、データベース上の個人情報を管理する法律であり、個人情報取り扱い業者（５千件以上の個人情報を体系化して管理する者）がその対象であるにも関わらず、個人情報は全て本人承諾を要す、と解釈され、個人情報の有用性に対する配慮など全く眼中に置かず、無条件に個人のプライバシーを保護しているかの如く解釈し、都合が悪い事は全て、個人情報保護を盾に、逃げ隠れする現象が顕著になってきています。住民票や戸籍に関しても、人権やプライバシーに対する考え方の中で、今の取り扱いになっているのでしょうが、真に平穏な安寧な公平な社会を望むのであれば、もっともっと議論を深めなければならないと思います。こんな事は行政官が一番肌で感じている事と思うが、如何なる力が働いてのことなのか・・・。少なくとも、履歴書など本人の申告事項が正しいか否かくらいは確認できる社会システムにしておかなければ、正直者がバカを見るおかしな世の中になって仕舞うのは明らかです。

調査と云う仕事は、人類が共生社会を営むようになって以来、自然発生的に産まれたものであり、必要不可欠なもので有ります。その事に注力し、自らの仕事に誇りを持ち、業界人皆が団結し、調査の正当性を堂々と主張し、社会的認知を得て、正しく正確な調査ができる社会システムを標榜し、業界人皆が一緒になって活動して行こうではありませんか。

本年も宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　東田俊康
新年明けましておめでとう御座います。
昨年は私にとって、今までに体験をしたことのない大変な年であったように思います。
というのも、年初早々から周期的に熱が出て、関節が異常に痛くなり、何度かゴルフ場で体調がおかしくなって、ハーフを終えたところでリタイアすることが何度かありました。

余り気にもしていなかったのですが、2月28日夕刻に寒さと関節の痛みで、震えが止まらなくなり、救急車で病院に搬送されました。普段から病院嫌いで、病気は酒で消毒すれば治ると豪語し、少々のことでは病院にいかない主義で、大抵は我慢しているうちに自然に治る事が多かった。このような形で、救急車で搬送されたのは今までの人生で初めてのことでした。

自宅まで救急車は来てくれたものの、救急隊が必死で病院にコンタクトしてくれているが、受け入れてくれる病院がなく、20分から30分手配に時間がかかり、やっと近くの総合病院が受け入れてくれた。
しかし、あまり良い評判が聞けない病院で、「入院したら、無事には帰れない」とか、「退院するときは霊柩車が迎えに来る」と揶揄されていることもあり、家族は、出来れば他の病院にと思っていたらしいが、常時診療を受けている病院もなく、67歳という高齢者は受け入れを拒否する所もあり、受け入れてくれる病院が中々見つからないのが現状らしい。
常々家内から、急に病気になったときのことを考えて、掛かりつけの病院を見つけるように言われていたが、ついつい元気なことと医者嫌いから忠告を無視していたのが悪かったようで、今になって反省するのは、ある程度大きな信頼の置ける病院に馴染みの医者を見つけておくことの大切さを教えられた。
搬送された病院では、熱や痛みを抑えるために、強力な抗生物質を投与されたが、之が以前患った胃潰瘍の再発を引き起こし、大量の出血と下血が起こり、血液不足で意識も朦朧となり、危うく三途の川を渡りそうになった。

心配した家族や友人たちが近畿大学付属病院へと急遽転院させてくれ、すばやい処置を施してもらって一命を取り留めることが出来、お陰で順調に快復し、４月1日には無事退院することが出来ました。
現在は、通院と自宅療養で日に日に元気を取り戻してきているが、一度奪われた体力は、中々思うようには快復しないもので、この半年間、協会の皆様や理事の皆様に負担をお掛けしたことをお詫び申し上げます。
今後は、ご迷惑をお掛けしないように心掛けると共に、皆様のお役に立てるように頑張っていきたいと思っております。病気をして感じたことですが、やはり、何よりも健康が一番であるということを痛感しました。
今年は、健康に留意しながらも、調査業の発展と社会的地位の向上が得られるように、微力ながら精一杯精進努力をしていきたいと決意を新たにしております。

最後になりましたが、協会員、皆様方のご健康とご活躍をお祈りいたしております。そして今年こそは一に健康、二に健康。そして大きな夢や無理は言いませんが、キャリーオーバーの「ロト６」が当たりますようにと願っております。
住民票・戸籍情報の第三者請求は悪か

　　　　　　　　　　　　　　　株式会社アイアイサービス　伊藤　寿彦

　大阪府下の市町村で、住民票・戸籍謄本の第三者請求があったとき、それを請求対象とされた本人に通知する『本人通知制度』を採用している自治体が17にも上ったと聞きます。

これは個人情報保護という名目で、住民票・戸籍謄本の第三者請求を事実上阻止する制度の拡大です。正直なところ『いやな時代になった』という感じです。なぜこの様な制度が条例化されるのか不可解です。

　『本人通知制度』を実施すると住民基本情報を必要とする第三者が、これによって申請しなくなる、という最も効果的な、実効性のあるシステムとして発案されたものと思われるが、言い替えると、住民基本情報は事実上非公開にすると云うことであります。

これにより市民生活・社会活動などで、安全・安心のため必要とする住民基本情報を把握する手段は封じられます。

住民基本情報は、本来、地域社会の住民であること、すなわち『どこそこの○○さん』ということを立証するための基本データであり、個人情報ではありますが、このデータは住民が等しくその住民であることを証明するものですので、嘘を言う人、人を騙そうとする者、不正な行為をする者にとっては、このデータは非常に都合が悪いものです。　

たとえば、『自分はどこそこの○○です』というカードを首にかけて外出する規則をつくり、社会生活をすることにすれば犯罪は激減します。仮にこれを法律化すれば、子供・高齢者、障害者などの社会弱者は救われます。

現在の日本で外国人犯罪や詐欺まがいの経済犯、高齢者・障害者を狙う犯罪が増えており、防犯上の必要から第三者が本人証明を必要とする事情は拡大しています。
このような世情があるなか、住民の生活と安全を守るべき行政が住民基本データを閉鎖同様の扱いにすることは不適切です。しかし、民間の運動団体から要請があるからとはいえ、戸籍法の根幹にかかわる住民基本情報の開示について、これを個人情報保護の名目で規制する改正を閣議決定するに至りました。この法案を審議する委員会で、与党の二人の委員(国会議員)が疑義を呈するという異例の審議を経て改正案は可決されました。

住民基本情報が部落差別に悪用されると主張する団体の理由としては、申請・交付を自由化すれば住民基本情報が部落差別として悪用される『おそれが際限なく拡大する』というのがその主張です。これはきわめて非科学的な論理です。

住民基本情報の取得を許す問題と、部落差別行為が広がる恐れが拡大する問題との間は無関係ではありませんが、『おそれが際限なく拡大する』という決定論にまで応用するには論理として飛躍があり、科学的ではありません。こうした論理を世間では「コジつけ」と呼びます。

命にかかわるおそれ、可能性という点でいうなら、いくらでも世の中にあります。その危険ということなら刃物商、薬局、自動車、交通機関、暖房器具、ガス湯沸器、タバコ産業にいたるまで、程度の差こそあれ、人命損傷と因果関係があります。これらをすべて『おそれがある』という理由で利用・運用を厳しく規制することの是非を、議論の対象にするといえば、モノ笑いにされます。この『おそれがある』という表現こそ『もっとも際限なく拡大する』おそれがあるアイマイな言葉です。これは、科学的という言葉から正反対に位置します。

住民基本情報の第三者請求を厳しく制限することに同調する地方自治体の体質。それに、住民基本情報の取得申請について『本人通知制度』を進める自治体は、個人情報保護に協力するのも結構ですが、先に述べたように本人証明は犯罪の抑止力に実効性があり、住民基本情報の役割について、住民の安全と生活をまもる地方公務員としての原点認識も大切にすべきではないでしょうか。

類似する問題として指摘したいのは、大阪府労働部が採用問題で、履歴書の書式、面接における質問事項などを厳しく制限する行政指導をしており、採用業務で応募者を選考面接する場面で、自治体の規制に従えば、提出される本人情報について採用側に確認する方法がなくなり、なんでもありの経歴詐称が横行する『おそれが拡大する可能性』について、まったく考慮しないのは、同じ自治体でありながら不思議に思えます。


　事務局便り
　探偵業法についてのアンケート調査が昨年末に警察庁が行いましたが、本年１月３１日に、その概要と結果が警察庁ホームページ（生活安全局・生活安全の確保）に掲載されました。詳細は警察庁ＨＰの左肩にある生活安全局・生活安全の確保をクリックすると出てきますので、参考にしてください。
· 教育研修会のご案内

平成２３年３月２４日、ＮＰＯ全国調査業協会連合会、愛知県調査業協会、関西総合調査業協会の３者で探偵業の教育研修会を共同開催致します。
日時、平成２３年３月２４日　午後１４時30分～17時00分
　　場所、名古屋市東区上竪杉町１番地
　　詳細は後日ご案内致します。
	
	


「ダラダラ残業」の法的リスク

　　　　　　　　　　　　　　社会保険労務士　岡本　茂
「ダラダラ残業」とは法律用語ではありません。が、しいて定義すれば「仕事の量、質が低い状態で所定時間を超えて在社している時間」です。今回は、この「だらだら残業」についての法的なリスクを考えます。

１．労災認定基準改正への影響

　電通事件（最判平成12．3．24）は、長時間労働に起因した精神疾患に伴う従業員の自殺に対し、企業の安全配慮義務違反の法的責任を指摘し、多額の損害賠償請求を認めた事件として有名です。

　この事件は、大手広告代理店の新入社員が、6月にラジオ局ラジオ推進部に配属されて以来、慢性的な長時間労働に従事し、極度の慢性疲労状態がもとでうつ病に罹患し、翌年の8月、うつ状態が深まって衝動的、発作的に自殺した、というもの。

判決では、業務の遂行とうつ病の罹患、うつ病と自殺との双方について因果関係を認め、従業員が恒常的に著しい長時間労働に従事していること、健康状態が悪化していることを認識しながら負担を軽減させる措置をとらなかったことに過失があるとして、会社側に損害賠償責任があるとされました。

同判決では、もっぱら損害賠償額あるいは安全配慮義務のとらえ方に注目が集まりましたが、実は長時間労働の認定方法が、その後の裁判実務や行政監督に多大な影響を及ぼしているように思われます。

　認定事実によれば、この従業員は、上司の事前承認を受けて時間外労働を行っていたものではありませんでした。しかし裁判所は、ビル入・退館記録その他から従業員が、長時間在社していたことを理由に、上司からの事前指示ないし事前承認を厳密に判断することなしに、長時間労働を認定しました。そのうえで、会社の安全配慮義務を認めました。この影響からか、労災認定においても、厳密に使用者の指揮命令の有無を判断した上で労働時間数を把握する手法が影を潜め、もっぱら在社時間をもって時間外労働時間数を認定する傾向が高まっています。

２．労働基準監督署からの監督指導

　この電通事件以降に過労死、過労自殺に関する裁判例が増えるにつれ、労働行政への批判が高まり、平成13年に厚生労働省から「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準についての通達」が示されました。同通達で、使用者に対して、労働時間を適正に管理するために労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、これを記録することを義務づけました。

同通達に基づいて、労働基準監督が平成12年以降、労働時間関係の指導を強化しているのは周知のとおりです。

　臨検監督では、残業が多いと予想される部門の賃金台帳や勤怠データの確認を行います。

また、最近よく行われるのが各担当者のパソコン使用歴の確認です。勤怠データとログイン・ログオフ記録の差異に合理的理由が示されない限り、労基法37条（時間外、休日及び深夜の割増賃金）違反の是正勧告がなされます。

３．未払い残業代請求に係わる裁判例の動向

　消費者金融業界を襲った「過払い金返還請求」が終わりを迎える中、今後、企業に対する残業代の請求が増大する可能性があります。転職が当たり前になった現在、退職後に請求される可能性は確実に高くなっています。また、従業員から集団で請求されるという「過払い金返還請求」にはない深刻な問題も抱えています。何らかのきっかけで会社に対し恨みをもったりすることで、請求を起こす決意をされるパターンです。

近時の裁判は、残業時間について、事実上、労働者側の立証責任を軽減する傾向にあり、使用者による明確な指示がなかったとしても、少なくとも「黙示の指示」があったとして、その労働時間性を肯定する事例が目立つようになっています。

４．改正労働基準法における割増賃金率の引き上げ

　平成20年、改正労働基準法が成立し、平成22年4月より施行されています。改正事項の中で最も注目されているのは、月間法定外労働時間数が60時間を超える場合の割増賃金率引き上げです。同改正法では、この場合、割増賃金率を従来の2割5分から5割以上に引き上げなければなりません。（中小企業には、当分の間、適用が猶予されます。）「特別割増」による人件費コスト増への対応からも、これまでと同じような残業時間管理を続けることはできません。

５．ワークライフバランスに対する企業イメージへの影響

　ワークライフバランスの観点からも、仕事と家庭の調和が、今後の大きな課題とされています。ワークライフバランスとは、多様な働き方や生き方を認め合う社会の実現に取り組むためのキーワードです。国や企業による取り組みと同時に、各企業のトップから従業員まで、全員が共通した認識を持つことが必要です。男女ともにもっと気軽に育児・介護休業をとれるようにしていく、「ノー残業デー」を設けるなど、一人ひとりの意識改革と実践が求められています。

以上のとおり「ダラダラ残業」を放置することは、もはや企業にとって大きな法的リスクを負うことと同義といえます。国際競争が一段と厳しくなる中、青天井に残業代を支払うことは難しく、「ダラダラ残業」をなくすこと、そもそも「ダラダラ残業」が生じないための労働時間管理を行うことが喫緊の課題となっています。
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㈱初恋の人探します社　竜田充子

私が法科大学院に入学したのは…

　私は４年前にＫ大学法科大学院に入学し、艱難辛苦、七転八倒の末、昨年秋に法務研究科法曹養成専攻専門職学位課程を修了して、法務博士（専門職）の学位を取得いたしました。

　そもそも、私が法科大学院に入学しようとしたのは、顧客満足度を高めるためでした。

調査業をされておられる皆さんであれば既にご承知のように、依頼や相談に来られる依頼人というのは様々な悩みを抱えておられ、そのうちの多くの事柄について、法的な知識が要求されます。そうした場合、当社でももちろん専門家である弁護士に繋いだり、紹介したりと、橋渡しをするのですが、ほとんどの方から「弁護士さんに会う前に、まずはあなたに話を聞いて判断してほしい」とか、「一緒に行って、あなたのほうから弁護士さんに話してほしい」とか要望されます。一般の人から見れば、弁護士というのは緊張したり遠慮したりして、思ったことをストレートに言えず、どうも敷居が高いようです。一方、私のほうはといいますと、これまでの経験から同じような事例で知識を得ていることであれば、そのままアドバイスできるのですが、新たな問題については不正確な知識でお答えするわけにもいかず、弁護士に尋ねた上でご返答することになります。そうすると、弁護士に非常に手間をとらせてしまうといった事態が度々出てきました。そんなときに、「ああ、自分にも専門的な法的知識があれば、依頼人さんに『痒いところに手が届くような』アドバイスができるのに…」と思ったものです。

　ただ、胸に志を抱いても、ほとんどの場合はそこで終わってしまうのが常です。私の場合も、「できたらいいな」で終わるはずでした。ところが、双子のように育った弟が４８歳の若さで亡くなったとき、「やりたいことが山ほどあっただろうに、無念だっただろうな」と思うと、「できたらいいな」で終わっている自分が申し訳なく思いました。「やっぱり動かな」と思い、「法科大学院ちゅうのができたな」と、深く考えもせず受験したのでした。元来、物事を選択するについて慎重に考える質であるにも関わらず、法科大学院がどういう勉強をするのか、そのためには前提としてどんな知識や学力がいるのかなどの下調べもせず、安易に受験したのですから、今から思えば弟に背中を押されたようにも思えます。
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　運良く、何校か受けた法科大学院全てに合格し、法科では有名であるということと、通学するのに近いという理由で、Ｋ大学を選びました。さあ、それからが大変です。授業は週に５～９科目とわりと少ない感じがしますが、それがとんでもない。欠席すると減点され、事前に与えられた課題の予習が不十分で、当られたとき答えられなかったら減点。そもそも、１年生前期のときは法律的な言葉すらも分からず、外国語を聞いているようで、「意味分からん！」の連発。そんなこんなで、法学部出身でもなく一から法学を勉強する私が９０分の授業を受けて理解できるようにするための予習は、１０数時間かかりました。

また、加齢によって記憶力が減退しているのは当然のこととして、聴く能力も衰えていることを初めて知って愕然としました。授業中、先生が喋っているスピードについていけない。その上、どうも聞きたいことしか頭に残っていない。加えて、頻繁にある小テストのとき、覚えきれずに「学生時代は記憶力だけでそこそこの成績を残し、受験を乗り切ったのに…」と嘆く有様でした。

入学後分かったことですが、法科大学院とは新司法試験に合格することが至上命題で、純粋に法学の勉強をしたいと思って勉学しても、そこに価値は見い出してもらえません。特に、Ｋ大は毎年の合格者数である上位３０名までは大切に扱われますが、それ以下の者はクズ扱いされるという下手な営業会社よりも人格を損なうようなところでした。なので、法学の勉強は初めてであるという建前の「未修コース」の人たちは、多かれ少なかれ、心を傷つけられたといえます。

　しかも、勉強量といえば、授業でやった内容を「消化」するどころか、「咀嚼」できない段階で「もっと食え」、「まだまだ食え」とやられるので、まるでフォアグラ状態です。私自身も、「これだったらせめて１年でも予備校に通ってから入学したほうが良かった」と何度も思ったものです。でもそれって、予備校教育の弊害を是正するという新司法試験制度において、制度矛盾じゃない？と首をかしげる毎日でした。

　そんな中、ヒーヒーあえぎながらも、膨大に出る課題と、司法試験には全く役立たないと思われるレポートをなんとかこなし、仕事もやって、家事もやって、ずいぶんやつれるかと思いきや、机にかじりついているので、運動不足とストレスでかえって太ってしまい、たまに会う知人には「結構元気そうやん！」と褒めていただく始末。聴力の弱体化を悟った後は、ＩＣレコーダーを録って、復習時には授業の３倍の時間をかけて、吐きそうになりながらテープ起こしをして、なんとか理解を深め、それでもむちゃ早口で喋る教授のテープに「静まれ！」と叫んでしまう日々が続きました。

　そうこうしているうちに期末テストの時期がきて、「テスト範囲なし、授業で取り上げられた論点は出ない（とりわけ民法は）」というＫ大の異様な傾向の中で、「どんな対策をとれっちゅうねん！」と思いながら、膨大にある定義と論証、そして判例を、「こんなぎょうさん今から覚えても、忘れてしまうだけや」と、直前まで大事に置いておいたら（「放っておいた」ともいう）、前日になって「こんなぎょうさん１日で覚えきれへん！」と焦りまくることになり、泣きそうになっても後の祭。「マ、なんとかなるやろ」と中小企業経営者の悪い癖が出て、「睡眠だけきっちりとっとかな」と寝てしまったおかげで、まったく「なんともならず」、初年度はナ、ナント、Ｆ評価（不合格）がいくつも…！

　心を入れ替えて臨んだ２年生からは、７年も８年も法学を勉強してきている「既修」の人たちと机を並べて同じクラスに。テストはそのクラスで相対評価されるので、「原則法学を学んでいない私たち未修メンバーは、スタートラインが違うのだから、負けるに決まってるやろ！」と思うけれども、それでも先生は容赦せず、「お前ら（「君たち」ではなく、「お前ら」です）、こんなこと、答えられへんかったら辞めてまえ」とのたまう。「私かて、あんたとおんなじように民法を３０年もやったらスラスラ答えれるわ！あんたは調査業のこと言われへんやろ！」と内心思いながらも、当てられないよう、目立たないよう、教室の隅で隠れる。でも、体型のせいか、年のせいか、私はどうしても目立ってしまうようなのです。

別の教室でも、

「はい、次の問題、竜田さんはどう考えられますか？」

「ムム…あのー、そのー、これはですね…」

おかげで、これまでは平気だった人の前で話すことがずいぶんへたくそになってしまいました。

その頃からどうもお腹の調子が悪く、最初は原因不明でしたが、そのうちストレス性腸炎と判明。思わず「私ってストレスに弱かったんや」と、自覚した次第。マ、同級生の間では、生理不順の女子や顔面神経痛の男子は当たり前、ストレス性腸炎や全般性不安障害が大はやり、実際に壊れてしまった子もいます。ホント、皆、よく耐えているヨ。

ここで母校となったＫ大学の名誉のために一言申し上げておきますが、もちろん教授たち全てがこういった調子ではありません。２割以上在籍が義務付けられている実務家の先生たち（裁判官、検察官、弁護士出身）は、頭が下がるほどの人格者の方もいらっしゃいます。しかし、総じて学者先生たちは、よく言われるようにやはり世間をご存知ではない。研究者としては優秀であっても、教育者としては首をかしげざるを得ない人が多いのです。

一方、事務局はというと、未だ大企業病が払拭されておらず、何と勘違いしているか、戦前の役人のように若い学生たちに上から目線でものを言います。ビジネスの世界に慣れ親しんだ私としては、顧客である学生たちにこうした対応をとるというのは、驚き以外の何者でもありませんでした。おっと、これではまったく名誉挽回ではありませんね。

　２年生の期末テストは、１年生の失敗を繰り返さないように必死で勉強。テスト期間中は睡眠時間を２日間で２時間とか３時間で乗り切り、「まだまだ瞬発性はあるなぁ」と悦に入っていたら、なにやら鼻のあたりが生暖かい。手でぬぐってみると、なんと鼻血が出ているのです！１０代の男の子じゃあるまいし、それに無理したら鼻血を出すなんて韓流ドラマだけかと思っていたら、本当に無理したら鼻血が出るんやなぁと再認識したのでした。

　その頃になると、法科大学院棟の掃除のおばちゃんや守衛のおっちゃんは、私のことを学生だと分かってくれていましたが、それでも正門の守衛のおっちゃんは私を教授かと思い、毎日丁寧に挨拶してくれるのが気づつない。車が通るとき、学生たちは止められているのに、私は優先してくれるのです。騙しているわけではないですけど、すみません…。

しかし、何日通っても、あの坂道は体にこたえます。電車が１本遅れたときなどは、この年であの坂道を必死で走るので（遅刻はもちろん減点）、心臓が口から出るかと思います

　同級生たちは３０歳代、４０歳代の人もいますが（定年退職してこられた６０歳代の方が下級生に数名入学。それまで私が一番年上かと思うとちょっと心細かったのですが、年上の人がいるというのはなんとも安心です）、２０歳代の人がほとんど。皆、敬意を払ってくれるので、それのお礼にと、授業前に大阪のおばちゃん得意の飴ちゃん配り。中小企業経営者の仲間には「餌で釣るな！」と言われましたけれど、みんな喜んでくれるんです。２０歳代の若者でも話していると違和感ないので、年の差はほとんど感じないのですが、実は親が私と同世代。私がライブで経験した７０年代、８０年代の出来事を、「歴史的事実」と言われたときは愕然としたものです。

　３年生の期末テストは、１科目でも落とすと留年が決定するので、皆、必死です。私も仲間たちと復習ゼミなどをして、よく落とされるという公法総合演習の対策に余念がありませんでした。おかげで、公法総合演習はなんとかクリアしたものの、まさかの刑事法総合演習を落としてしまいました。

例のストレス性腸炎のせいで、テストを病欠して追試を受けたのですが、後で聞くと、追試の評価は非常に厳しいとのこと。それを事前に知ってたら這ってでも行ったのに、「そんな重要なこと最初から言っとけよ！」と思っても、事実は覆りません。

しかし、追試の評価が厳しいとはいえ、論点もそれなりに書いたつもりなので、どう考えても何故落ちたか分からない。成績についての疑義が言えるシステムがあるので、それを使おうとしたら、事務局が「疑義は書類に残されるのでそれはやめてくれ。質問にしてほしい」と必死で懇願するのです。「なんやそれ！疑義が増えたら教授たちの評価が下がるからなん？」と思いましたが、「まぁ質問でも疑義でも聞く内容は一緒やし、まだ半年行かなあかんのやったら、睨まれてもなんやしなぁ…」と、「質問」に切り替えました。ところが、制度として設定され、手続きを踏んで約束している上に、それが自分らの業務やのに、指定の時間に刑法の先生はおらず。「ビジネスの世界では考えられへん！ええ加減にせえ！」と思ったものです。直接、教授に文句を言っても恫喝かけられるだけなので、事務局に文句を言うと、事務局は平謝り。

一方、刑事訴訟法の先生はきちっと対応してくれましたが、「ああ、この点も、この点も書いておられますねぇ…」と初めて答案を見るかのよう。

「ところで、来期の参考のために、これぐらいのレベルの答案だと何点なんですか？」と聞くと、

「えっ？！点数はつけてませんよ」とのたまう。

そんなんで、よう落としたな！

学部時代の私だったらここで大騒ぎするけれど、どのみち、採点は担当教授の裁量なのだから、点数を要求してもつきかえされるだけのこと。学生運動も自治会もない法科大学院で、劣等生一人が騒いだところでなんともならないのは目に見えています。腹の虫はおさまらなかったけれど、珍しくおとなしく引き下がりました。とはいえ、やっぱり一科目でも落とすと、半期の学費７０万円弱をまるまる支払わされるのがくやしい。他の法科大学院では、科目ごとに計算してくれるところもあるというのに！ひょっとして、Ｋ大財政に貢献させられた？

　Ｋ大では、留年決定の者は個人面談に呼び出され、退学勧告を受けるのが慣例です。というのも、成績不良で新司法試験を受験されると、それでなくても昔に比べて落ち続けているＫ大の合格率がますます低くなるからです。

聞くところによると、個人面談では「君は司法試験を目指すのかね？」と必ず聞かれ、「はい」とでも答えようものなら、「こんな成績でどう目指すんだ？！」と詰問され、「今からでも一生懸命頑張ります」と答えても、「これまで３年もあったのに、どう頑張るんだね！」、「これからなんて頑張りようがない！」と受験断念を迫られるとのこと。それを、あたかも学生のためと偽善者ぶって「指導」されるのが私は許せず、

「修了したら司法試験を目指すのですか？」の問いに、

「目指しません。そもそも、法曹になろうと思って入ったわけじゃないですから」と答える。法曹資格を目指さないロー生（法科大学院生）がいるという想定外の答えに、担当教授は、

「えっ？！それなら、法学研究科（法曹養成の法科大学院ではなく、学者を目指す人たちが行く法律を研究する法学部の大学院）に入ったほうが良かったんじゃないですか？」

「そうなんですよねぇ。私も入学してからイメージがちゃうなと思いましたけど、入学金も払って入ってしまいましたから、頑張るしか仕方ありません」とシラっと切り返す私。

たとえ最初は思わず踏み出したことであっても、その後の数年、呻吟してがんばってきて、あきらめず、退かず、やってきて、この年になって選択してきた道。いくら教授とはいえ、年下の方に「辞めろ」とか、「こっち行け」とか、自分の人生の方向性を愛情もなく上から目線で言われたくもありません。

「…。それでは修了を目指すということで、学費のほうも問題はないということですね？」

なんで、経営側の理事でもない教授たる人が学費のこと気にすんの。学費集めなあかんでぇと教授会で話でも出てんの？と思いたくなる質問です。

「いえいえ、とんでもないです。こんなご時世、会社経営もいつどうなるか分かりませんから、早く業務に戻らないとだめなんですけど、また半年延びて、スタッフからは、『社長の道楽はいつまで続くねん』と文句言われてますわ」

成績評価は基本的には公正公平になされているのでしょうが、冷静に、客観的に見ても、成績評価は教授の恣意的な感情が微妙に入っているのが分かるだけに、パワハラやアカハラにもこれまでどれほど我慢してきたことか。この紙面では書ききれない在学中溜まりに溜まった怒りを、最初で最後、ここで炸裂させたのでした。

　とにもかくにも、これで半年の留年が決定。この怒りは別として、刑事法総合演習は、授業中に「今後は厳しく採点する」と宣言されていたのですが、これまでとても評価が甘かったので、私もなめてかかったところがあったのですが、この１科目が残ったおかげで、刑事系をじっくり勉強する機会を与えられたと捉えることにしました。

半年後、期末テストも終わり、いよいよ成績発表の日。成績発表はｗｅｂ上でなされますが、１科目でも落ちていると、トップページに個人面談の呼び出しがかかっているので、ページをめくって詳しい成績発表を見なくても落ちたことが分かります。発表は午前９時となっていますが、０時を回ればｗｅｂ上に掲載されていることは経験上知っていますので、皆、前日夜中に成績を確認します。私も夜中に確認しようとしたら、その時に限って自宅のパソコンがパンク。テストの出来は、時間内に書いた部分はそんなに間違っていないと思うけれども、異様な問題量の多さで時間内に書ききれず、書けなかった部分の配点次第で、合格不合格が微妙。ましてや、テスト終了後に同級生の話を聞くと、みんな意見がまちまちといった状態で、そうなってくると、テスト終了直後は大丈夫と思っていたものの、どうも心配になってきます。

気になって気になって眠れないので、夜中の１時半に事務所に行って、そこでチェックするはめに。トップページに呼び出しがかかっていれば、それで一巻の終わり。また同じ繰り返しをするのかと思うと、それがしんどいし、何よりもまた７０万円とられるのに腹が立つ！

おそるおそる薄目を開けて画面を見ると、呼び出しはかかっていず、「よっしゃ！」とガッツポーズ。あとはＡであれ、Ｂであれ、Ｄであれ、評価はどっちゃでもいい。どのみち就職するわけじゃないんだから…。

こうして、紆余曲折の末、法科大学院を修了するための単位をすべて取得することができました。

晴れて、Ｋ大全学合同で催された修了式の日。ホールに入場しようとしたら、受付の兄ちゃんに、「ご父兄の方はこちらです」と言われました。ムッとして「ロー生です！」と答えたところ、彼は平謝り。入学式以来、間違え続けられたこともこれが最後。今となっては笑える経験でした。
法科大学院の生活を通じて学んだこと、得たもの、そして今後…

法科大学院に在学中のこの数年間、これまでとは違った経験をさせていただき、これまで気づかなかったことも学びました。なによりも、したいと思ったことをさせてもらえる幸せ、そして、それを支え、協力してくれたスタッフや周りの人達に対して、心からの感謝を感じます。

また、肩書きが関係しない人間の本質が問われる世界で、通常では作りえなかった世代の人達との友情や信頼関係を築かせていただきました。そして、パワーを持つ者の言動が持たない人たちにいかに大きな影響を与えるのかも学ばせていただきました。

法科大学院に入学した動機、つまり顧客満足を高めるということについて、法科大学院を修了した今、どういう形で実現させていけばいいのか、未だ具体的な形は見えていませんが、パラリーガル部門を調査業界が担える内実を持っていく一助になればと考えています。そして、調査業界の健全な発展のために、この経験と得た知識を活かしていければ幸いです。

[image: image1]
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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